
公営企業繰出金 

 地方公営企業は、企業性（経済性）の発揮と公共の福祉の増進を経営の基本原則とするもの

であり、その経営に要する経費は経営に伴う収入（料金）をもって充てる独立採算制が原則とさ

れる。 
 しかし、地方公営企業法上、 

① その性質上企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費 
  （例：公共の消防のための消火栓に要する経費） 
② その公営企業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって

充てることが客観的に困難であると認められる経費 
  （例：へき地における医療の確保を図るために設置された病院に要する経費） 

等については、補助金、負担金、出資金、長期貸付金等の方法により一般会計等が負担するも

のとされており、この経費負担区分ルールについては毎年度「繰出基準」として総務省より各地

方公共団体に通知されている。 
 このような経費負担区分により、一般会計等において負担すべきこととされた経費の所要財源

については、原則として「公営企業繰出金」として地方財政計画に計上され、地方交付税の基準

財政需要額への算入又は特別交付税を通じて財源措置が行われている。 



第１７条の２  次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、地方公共団体の一般会計又は他の特別会計にお

いて、出資、長期の貸付け、負担金の支出その他の方法により負担するものとする。  

一  その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でない経費  

二  当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみをもつて充てることが客観的

に困難であると認められる経費  

２  地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地方公共団体の一般会計又は他の特別会計に

おいて負担するものを除き、当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てなければならない。  

地方公営企業法第１７条の２（経費の負担の原則）  

地方公営企業法第１７条の３（補助） 

地方公営企業法第１８条（出資） 

公営企業繰出金の根拠規定 

第１７条の３  地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には、一般会計又は他の特別会計か

ら地方公営企業の特別会計に補助をすることができる。 

第１８条  地方公共団体は、第十七条の二第一項の規定によるもののほか、一般会計又は他の特別会計から地方公営企業

の特別会計に出資をすることができる。  

２  地方公営企業の特別会計は、前項の規定による出資を受けた場合には、利益の状況に応じ、納付金を一般会計又は当

該他の特別会計に納付するものとする。  

地方公営企業法第１８条の２（長期貸付け） 
第１８条の２  地方公共団体は、第十七条の二第一項の規定によるもののほか、一般会計又は他の特別会計から地方公営

企業の特別会計に長期の貸付けをすることができる。  
２  地方公営企業の特別会計は、前項の規定による長期の貸付けを受けた場合には、適正な利息を一般会計又は当該他の

特別会計に支払わなければならない。  
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